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川崎市におけるアスベスト対策

川崎市環境局環境対策部環境対策課
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本日の内容

１ 石綿（アスベスト）とは

２ 石綿に関する動向

３ 川崎市の条例の概要

４ 川崎市の取組について

５ 取組からみえる問題点及び課題とは
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１ 石綿（アスベスト）とは

3

石綿（アスベスト）

石綿とは天然に産する繊維状けい酸塩鉱物の総称で、繊
維は極めて細く、細いものではその直径は0.02～0.03μm程
度であり、ヒトの髪の毛の5000分の1。

・ 耐久・耐熱性に優れている。

・ 曲げや引っ張りに強い。

・ 耐薬品性に優れている。

・ 熱・電気絶縁性に優れている。

・ 繊維状で紡織性を有する。

様々な工業製品に使用

・ スレート、石膏ボード等（建材）

・自動車のブレーキパッド（摩擦材）

・吹き付け石綿（断熱材）

特性

魔法の鉱物
奇跡の鉱物
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石綿の種類
（角閃石族） ・ アクチノライト
・ アモサイト ・ アンソフィライト
・ クロシドライト ・ トレモライト

（大気中発がん物質のレビュー―石綿― 昭和 55 年 3 月及びアスベスト発生源対策討会検討結果，昭和 55 年 6 月）

（蛇紋石族）
・クリソタイル
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日本の石綿の輸入量

出典： 財務省貿易統計

・ 1970～1990年代の約20年が最も多く輸入しており、

年間平均約30万トン輸入されてきた。

・ 輸入を行っていた1930～2004年までで合計約1,000万トン輸入されている。
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出典： (社)日本石綿協会「既存建築物における石綿使
用の事前診断監理指針Ver2.2」を参考に算出

平成7年（1996年）国内におけるアスベスト製品の使用状況

自動車ブレーキ
等の石綿工業製

品, 1.0 万トン

その他の建材製
品, 0.4 万トン

石綿セメントサイ
ディング板, 0.8

万トン

パルプセメント
板・スラグ石膏
板, 0.9 万トン

その他の石綿製
品, 0.3 万トン

スレート, 11.2 万
トン

押出成形セメント
板, 3.3 万トン

石綿の９割以上
が建材製品に
使われている。

日本における石綿の使用状況（1996年）

(63%)

(18%)

(6%)
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人体への影響

石綿を吸い込むことにより。肺がんや中皮腫等を
引き起こす。

特に中皮腫は胸膜や腹膜から発生する腫瘍で、
ほとんどの場合石綿暴露が関与しており、潜伏期
間は30年～50年とされている。

静かな時限爆弾
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昭和49年
(1974年)

石綿の輸入ピーク（年間３５万トン）

昭和50年 含有率5％を超える石綿の吹付け作業の原則
禁止

平成7年 含有率1％を超える石綿の吹付け作業の原則
禁止

平成16年 含有率1％を超える石綿含有建材、摩擦材、接
着剤など10品目の製造禁止

平成18年 含有率0.1％を超える石綿含有製品の原則全
面禁止

石綿使用規制の変遷

9

石綿のレベルの分類

レベル 発じん性 建材の種類

レベル１ 著しく高い 石綿含有吹付け材

レベル２ 高い
石綿含有保温材・

断熱材・耐火被覆材

レベル３ 比較的低い 石綿含有成形板

【石綿含有の定義】

石綿を0.1重量％を超えて含有するもの。

または石綿を意図的に含有させたもの。
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写真出典 国土交通省 目で見るアスベスト建材

●吹付け石綿（レベル１）

吹付け石綿は、アスベストにセメント等の結合材と水を加え混合し、吹付け機を用いて
吹付けたもので、耐火・防音等の目的で使用されている。

●石綿を含有する保温材、断熱材、耐火被覆材（レベル２）
配管の曲線部や鉄骨回り、屋内の天井等で使用されている。

吹付石綿（レベル１）
鉄骨の耐火被覆

配管の曲線部（レべル２）

天井（レベル２ 石綿入の
布を貼り付けている）

石綿含有建材の種類

11

●石綿含有成形板（レベル３）

1 石綿含有成形板は、セメント等とともに成型された建材。
2 耐熱・耐久性が高いので、建築物の内外装に広く使用されている。
3 レベル１、２の石綿建材と比較して、飛散の度合いが低く、通常の使用状態では

飛散する可能性は低い。

天井（石膏ボード）

床（ビニル床タイル）

屋根（化粧用スレート）

外壁（窯業系サイディング）

外壁（波板スレート）

写真出典 国土交通省 目で見るアスベスト建材
12
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２ 石綿に関する動向

13

ＪＩＳ法の改正（平成２６年３月２８日）

ＪＩＳ A 1481 が廃止され、ＪＩＳ Ａ 1481-1,-2,-3が制定された。
（建材製品中のアスベスト含有率測定方法）

・ＪＩＳ A 1481-1

国際標準化機構ＩＳＯを基に作られた偏光顕微鏡による定性分析方法。

・ＪＩＳ A 1481-2

旧ＪＩＳ A 1481の定性分析方法を分割し、一部見直し。

・ＪＩＳ A 1481-3

旧ＪＩＳ A 1481の定量分析方法を分割し、一部見直し。
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大気汚染防止法の改正（平成２６年６月１日）

・届出（特定粉じん排出等作業実施届出）義務者の変更

工事の施工者⇒工事の発注者

（発注者の不当な要求を防ぎ、適正な工期や費用を確保することが目的）

・施工者による事前調査の実施、結果の説明、掲示の義務付け

石綿含有建材の使用が無い場合も掲示が必要。

・作業基準の変更

前室が負圧に保たれていることを確認。

集じん・排気装置が正常に稼働していることを確認。
15

石綿障害予防規則の改正（平成２６年６月１日）

・集じん・排気装置

排気口からの石綿漏えいの有無を点検

・前室

前室には洗身室と更衣室を併設し、負圧状態を点検

・石綿を含む保温材、断熱材、耐火被覆材の措置

建材の損傷や劣化により石綿粉じんが発散する恐れがある場合には
建材の除去、封じ込めや囲い込みの措置が必要。（吹付け材につい
ては改正前から規定あり）
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総務省の行政評価局調査（平成２７年度）

行政評価局調査とは

総務省の行政評価局が、施策や事業の担当府省とは異なる立場から、
複数府省にまたがる政策や各府省の業務の現場における実施状況
を実地に調査し、各府省の課題や問題点を実証的に把握・分析し、改
善方策を提示するもの。

調査テーマに「アスベスト対策」が選定された

行政評価局が国の政策が適当かどうかを調査し、問題点を
指摘し、改善するよう勧告する。

つまり

17

省庁や地方自治体などに対してヒアリング調査を実施

調査結果のとりまとめ

関係府省に対する改善事項の指摘等

勧告等に基づく改善措置状況に関する回答を徴収

必要に応じてフォローアップや再調査を実施

調
査

勧
告

徴
収

調査期間：平成２７年４月～２８年３月

調査の流れ
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３ 川崎市の条例の概要

19

川崎市のアスベスト対策の経緯

昭和63年 「川崎市アスベスト対策推進協議会」を設置し、公共建築物のアスベス
ト除去・改修の開始

平成17年

6月

兵庫県尼崎市の石綿製品製造工場の従業員及び周辺住民にアスベスト疾
患が発生していると報道される（いわゆる「クボタショック」）

平成17年

8月

「川崎市アスベスト対策推進協議会」を廃止。「川崎市アスベスト対策
会議」を設置し、下部組織として環境対策・健康対策・施設管理の３つ
部会を設置。（３部会は平成20年度に廃止し、代わりに幹事会を設置）

平成18年

6月

大気汚染防止法対象の建材（レベル１，２）に対する指導強化を目的と
して、「川崎市アスベスト飛散防止に関する指針」を作成。

平成19年

4月

石綿含有成形板（レベル３）に係る飛散防止について普及啓発及び指導
を行うため「川崎市アスベスト飛散防止に関する手引」を作成。

平成23年

10月

「川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例」が改正施行され、石
綿含有建材（レベル１，２，３）の解体等作業における指導が強化。
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条例改正の背景・内容

21

条例改正の背景①

輸入された石綿の多くはスレートや吹付け石綿をは
じめとする建材として使用され、その割合は総輸入量
の９割以上を占めている。

現在は石綿の新たな使用は禁止されているが、いまでも
多くの建築物等で様々な部位に石綿が使用されている。

今後、当時の建築物の老朽化により、石綿が使用された
建築物の解体作業の増加が予測される。

不適切な解体による石綿の飛散を防止するために法整備が必要である。
22
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民間建築物の年度別解体棟数（推計）

平成25年
約55,000棟

平成40年
約100,000棟

＜国土交通省 社会資本整備審議会建築分科会アスベスト対策部会資料＞

※解体棟数は当面の間増加を続け、平成40年度にピークを迎える。
23

条例改正の背景②

川崎市は従来から大気汚染防止法に加え、「指針」及び
「手引き」により対策を進めてきた。
しかし、「指針」「手引き」は強制力がないため、対策には限

界があった。
また、市民から石綿の工事による生活環境への影響を心配

する声が多く寄せられ、市民の不安を解消するためにもこれ
まで以上の対応が求められてきた。

⇒対策の強化として市の指針、手引きを条例化
24
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25

条例の改正内容

① 大気汚染防止法の対象になっている作業に対して対策の強化

（レベル１，２作業）

② 大気汚染防止法の対象となっていない作業に対して、対策を規定

（レベル３作業）

① レベル１，２作業の対策

・石綿濃度測定の実施及び届出

レベル１，２建材の除去面積の合計が５０㎡以上の場合に、

除去作業期間６日ごとに敷地境界で石綿濃度を測定

・石綿濃度測定結果の報告

作業の完了から３０日以内に、石綿濃度の測定結果を提出

・作業完了の報告

作業の完了から３０日以内に、作業時の写真や実施工程表などを添付して提出

26
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② レベル３作業の対策

・作業実施基準の遵守

建物周囲の養生・建材の湿潤化・手作業による除去

・掲示板の設置

「作業内容に関する掲示板」及び「事前調査結果の掲示板」の設置

・作業実施の届出

石綿含有成形板の除去面積500㎡以上の場合に、施工方法などを記
載した作業実施の届出を提出

・作業完了の報告

上記の作業実施の届出をした場合に、その作業完了から30日以内に
作業時の写真や実施工程表などを提出 27

共通（レベル１，２，３）の対策

・事前調査の実施及び結果の保存

工事前に石綿の使用状況について調査を実施し、その結果を工事完了から３
年間保存

・事前調査結果の届出
「床面積80㎡以上で石綿含有建材の使用がある建物を解体する場合」、「特

定粉じん排出等作業を行う場合」に、石綿の事前調査結果の届出を提出

・周辺住民へ工事内容の周知

事前調査結果の届出が必要な作業を行う場合に、施工区域から２０ｍの範囲
内の住民に対して個別訪問等により工事内容の周知を実施

28
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周知範囲のイメージ
（広告物の配布等）

 

20ｍ 

 

20ｍ 

周辺住民周知の対象 

石綿排出等作業の区域 

周知対象 作業区域
29

事業者が実施している周知方法

◆ 戸別訪問して挨拶状を配布。訪問時に不
在の場合はチラシをポストに投函。

（挨拶状には石綿除去作業を行うことを記載す
る必要がある）

◆ 大きな工事の場合は、通常の挨拶状とは
別に「アスベスト除去工事に関するお知らせ」
を用意して、併せて配布することが多い。また、
説明会を開催する場合もある。

30
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実効性の担保

● 規定を守らなかった者に対する対応

⇒ 勧告・氏名公表

● 注文者の立場を利用して、施工者に無理な条件
で工事を発注することを防ぐ

⇒ 注文者に対して、施工方法や工期等

について配慮をする義務を課す

31

４ 川崎市の取組について

32
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立入検査
●レベル１作業（吹付け除去・保温材などの掻き落とし、破砕等を伴う除去）

グローブバック作業を除き全件立入検査を実施し、負圧養生及び作業基準の
遵守状況、集じん機の正常稼働などを確認。
（平成２６年度は届出222件のうち、182件立入検査を実施）

●レベル２作業（保温材などを原型のまま除去）
全件立入検査を実施し、養生の状態及び原型のまま取り外せているかを確認。

●レベル３作業（成形板の除去）

全件立入検査を実施し、作業実施基準の遵守状況及び届出箇所以外に石綿
含有建材の使用がないかを確認。
（平成２６年度は届出671件のうち、649件立入検査を実施）

33

立入検査（レベル１作業）

グローブバッグ工法を除いて全件検査

シートに隙間がないか（目視）

気流の確認
（負圧になっているか）

デジタル粉じん計を用いて
粉じんの捕集漏れを確認アスベスト吹付け

負圧集じん機

前室

負圧集じん機の位置が
適切か確認 34
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デジタル粉じん計、パーティクルカウンター等、粉じんを迅速に測定出来る機器を用
いて、集じん・排気装置により石綿を除去できているかどうかを確認。

粉じん相対濃度計（デジタル粉じん計）の例 パーティクルカウンターの例
（環境省 建築物の解体等に係る石綿飛散防止マニュアル2014.3より抜粋）

集じん・排気装置の正常稼動を確認

川崎市では「確認の記録（粉じん計の測定結果）」の提出を求めている
35

問題点

法改正により、集じん排気装置の正常稼働を確認するため
に粉じん計による測定が義務付けられた。

測定は実施するが、集じん機が正常に稼働していると判断出
来る基準を具体的に定めていない。

36
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事例

７月２８日 ７月２９日 ７月３０日

集じん機稼働前 20 28 25

作業開始前
（集じん機稼働後）

0 2 6

作業開始１０分後 0 5 5

１３時 0 6 6

１６時 1 8 5

この結果は
問題がない

のだろうか？

デジタル粉じん計による排気ダクト内の測定結果（count）

37

集じん機の正常稼働の基準について
環境省の基準（環境省通知「環水大大発第1405294」より抜粋）

粉じんが検出されないこと。または作業開始前のダクト内部の粉じん濃度が
一定濃度まで下がって安定し、作業開始後にその数値が上昇しないこと。

７月２８日 ７月２９日 ７月３０日

集じん機稼働前 20 28 25

作業開始前 0 2 6

作業開始１０分後 0 5 5

１３時 0 6 6

１６時 1 8 5

会社が正常稼働と判断する基準を設けて、それに基づき作業員が測
定することが必要。また、その基準の妥当性についても検討が必要。 38
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集じん機の不具合の原因

●ＨＥＰＡﾌｨﾙﾀｰの取り付け不具合

●集じん機内部の汚染

●排気ダクトの汚染 など

改善しなけば集じん機を交換
39

負圧の確認

●煙突が長い場合に、下部に集じん機を設置しただけでは、計算上は集
じん機の流量が十分でも、上部のセキュリティーまでは十分な負圧が
保てない。

●屋外養生の場合、養生に風があたることによりシートが内側に押され
ることにより、 一時的に内部が陽圧となって、前室から空気が出てくる。

◇ 目視やマノメーターで確認を実施

煙突カポスタックの上部養生内や屋外での養生の場合に
不具合が見られることがある。

原因

40
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立入検査（レベル２）

・作業箇所周辺の養生の状態

・除去方法の確認（切断や破砕をしていないか）

出典 国土交通省 目で見るアスベスト建材

ボイラー保温材 けい酸カルシウム板第２種

41

立入検査（レベル３）

●検査内容
・石綿含有建材の見落としがないかどうか
・掲示板が掲示されているかどうか
・作業基準を守っているか（養生・散水・手ばらし）

●対象となる工事
戸建てを中心とした建築物の解体工事

42
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携帯型石綿分析装置(通称:ｱﾅﾗｲｻﾞｰ)

近赤外分光法を原理とし、建材中の石綿を識別する。

特徴

・前処理が不要で迅速に石綿の含有の有
無を判断可能（７秒程度）

・石綿含有率１％以上で測定可能

（定性のみ可能）

・石綿の種類まで判定

（ｱﾓｻｲﾄとｸﾛｼﾄﾞﾗｲﾄはAm/Cr とまとめて表示）

Thermo scientific

microPHAZIR-ASTM

43

立入検査の状況

44
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立入件数

◇石綿含有成形板使用の届出があった現場に対しては
全件立入検査を実施。

◇建設リサイクル法所管課と合同で石綿未使用の
解体現場を対象に週１回の抜き打ち検査を実施。

◇労働基準監督署・廃棄物所管課・建設リサイクル法
所管課と合同で月１回の抜き打ち検査を実施。

合計年間７１５件立入検査を実施（平成２６年度）
45

平成27年6月29日
毎日新聞 朝刊

川崎市では昨年度、届け出
のあったレベル３の解体工
事６４９件を立ち入り調査し
た結果、約６割で申請にな
かった石綿を含む建材が見
つかった。

46
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見落としが多いレベル１、２建材

（１） 吹付け石綿

・天井裏の鉄骨や壁の裏など、見えない部分に
ある吹付け

・吹付けひる石（バーミキュライト）
吹付けと判断できなかった。

（２）保温材等のレベル２建材

・ペンキが塗られていてケイ酸カルシウム板
第２種に気づかなかった。

※ 市の立入検査で見つかるケースは比較的少ない。

47

見落としが多いレベル３建材

①

②

③
④

⑤

⑥

⑦

【石綿含有成形板の使用例】

使用箇所 建築材料の種類（通称） 例

① 外廊下・
外階段

・押出成形セメント板

② 台所・洗

面所・トイレ
などの床

・ビニル床シート
・ビニル床タイル
（Ｐタイル）

③ 居室・浴

室の天井な
ど

ロックウール吸音天井板、

けい酸カルシウム板第１
種、

48
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使用箇所 建築材料の種類（通称） 例

④
屋根の軒天

けい酸カルシウム板
第１種、
スレートボード

（フレキシブルボード、
大平板）

⑤台所のコ
ンロまわりの
壁（化粧板、
タイル下地な
ど）

ベランダの間
仕切り板、雨
戸の戸袋裏
など 49

使用箇所 建築材料の種類（通称） 例

⑥ 外壁 窯業系サイディング

⑦
煙突、配管

セメント円筒

50
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掲示板の確認

〇レベル１・２建材が使用されている場合
⇒法律に基づく掲示がされている。

〇レベル３建材が使用されている場合
⇒法律・条例に基づく掲示がされている。

〇石綿含有建材の使用が無い場合

⇒法律の規定により、調査結果の掲示が必要だが、
掲示されているケースが少ない。

51

石綿含有建材の使用が無い場合の掲示例

事前調査の結果

大気汚染防止法第18条の17第4項の規定による表示

・当解体等工事は、特定粉じん排出等作業を伴う建設工事に該当しません。

調査を終了した年月日 平成 年 月 日

調査の方法 図面及び目視での確認

建築物等を調査し、解体等作業を伴う建築工事を施工する者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏名）

住所及び連絡先

52
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５ 取組からみえる問題点及び課題とは

53

レベル１・２の除去作業に関しては、大気汚染防止法
や国のマニュアルが整備され、専門の業者による工
事が行われているため、不適切な除去工事は少なく
なってきた。

レベル３の除去作業は法規制が進んでなく、不慣れ
な解体業者の参入も多いため、不適正・不十分な作
業方法により除去工事が行われているケースが見
られる。

その一方で・・・

54
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石綿含有建材（レベル３）の調査漏れ

市の立入検査により、約６割の現場
で新たに石綿含有建材が見つかる。

平成２３年１０月の改正条例施行の時から
現在の立入検査・指導を続けているが改善が進まない

55

原因

● 事前調査（現場での目視確認）をする時間がない。
（特に建物内部の調査）

● 石綿に関する知識が不十分なため、「石綿建材が
どういうところに使用されているか」や「石綿が含有し
ている建材」がわからない。

● 法令順守の意識が低い。

56
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・発注者が早期解体を望むた
め、無理な工期を強要する。

・解体直前まで施主が居住し
ているため、調査ができない。

法律や条例により発注者に対して、
工期や費用への配慮・調査への協
力などが義務付けられている。
⇒制度の適正な運用が必要

事前調査（現場での目視
確認）をする時間がない。

57

石綿含有の可能性があると
わかっているが、手続きが
面倒、費用や時間が掛かる。

悪質なものに対しては、相応の対応が必要。
⇒口頭や指導書により指導実施。

また、法律には罰則、条例には違反事実
などとともに氏名公表が規定されている。

法令順守の意識
が低い。

58
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・石綿に関する知識
が不十分。
・業者の経験不足。

現在の立入検査を継続し、
立入検査を通じて除去業者
に対して、石綿の使用箇所な
どについて、情報を提供する。

「石綿建材がどういうところに使
用されているか」や「石綿が含
有している建材」がわからない。

１１月に川崎市で事業者向け
の事前調査に関するセミナー
を開催予定
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事前調査などに役立つ資料の例

○国土交通省

●石綿（アスベスト）含有建材データベース

http://www.asbestos-database.jp/portal.php

・建材の品番や名前で石綿の含有の有無を検索できる。

●目で見るアスベスト建材（第２版）

http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha08/01/010425_3/01.pdf

石綿含有建材や使用箇所の例が写真で掲載されている。

○川崎市

●川崎市のアスベスト対策

http://www.city.kawasaki.jp/kurashi/category/29-1-4-5-0-0-0-0-0-0.html

・川崎市の取組内容や石綿に関するパンフレット、ガイドラインなどが掲載

御清聴ありがと
うございました。
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